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平成25年度決算および財政健全化比率・平成26年度上半期執行状況
那珂市の財政事那珂市の財政事情情那珂市の財政事情
　市では、市民の皆さんに財政状況をお知らせし、市政運営の状況をご理解いただくため、毎年２回、財
政事情を公表しています。
　今回は、９月の市議会定例会で認定されました平成２５年度決算の状況および平成２６年４月１日から９月
３０日までの間における予算の執行状況などについてお知らせします。

①平成25年度決算
　平成２５年度の一般会計決算は、
東日本大震災にともなう災害復旧
関連事業がおおむね完了したこと
により、歳入歳出総額は前年度よ
り減額となりました。歳入は、地
域の元気臨時交付金の皆増により
国庫支出金が大幅に増加した一
方、災害復旧関連事業の繰越が減
少したことによる繰越金の大幅な
減少に加え、震災復興特別交付税
の皆減により減額となりました。
歳出では、安心安全対策両宮排水
路整備事業などの普通建設事業が
増加した一方、災害復旧事業が大
幅に減少したことにより減額とな
りました。

◆一般会計収支状況
増減率平成２４年度平成２５年度区分

△６．８％２１９億６４０６万４千円２０４億６０８２万９千円予算額

△２．７％２０５億４９３３万４千円１９９億９９４７万７千円歳入総額（Ａ）

△１．５％１９１億７２１８万１千円１８８億８４３３万７千円歳出総額（Ｂ）

△１９．０％１３億７７１５万３千円１１億１５１４万　　円歳入歳出差引額（Ｃ）（（Ａ）－（Ｂ））

△７０．７％４億　８７万６千円１億１７６５万４千円翌年度に繰り越すべき財源（Ｄ）

　皆減３２２５万　　円０円継続費逓次繰越額

△６６．９％３億５５６７万６千円１億１７６５万４千円繰越明許費繰越額

　皆減１２９５万　　円０円事故繰越繰越額

２．２％９億７６２７万７千円９億９７４８万６千円実質収支額（Ｅ）（（Ｃ）－（Ｄ））

依存財源
（53．5％）

自主財源
（46．5％）

○市税　67億8319万9千円
33．9％（前年度比1．0％増）

・市たばこ税の増

○繰越金　13億7715万3千円
6．9％（前年度比43．3％減）

・前年度繰越金の減

○諸収入　4億8009万7千円
2．4％（前年度比9．2％減）

・市町村防災対策事業交付金の皆減

○繰入金　1億3087万6千円
0．7％（前年度比20．1％増）

・公共施設整備基金繰入金の皆増

○その他　5億1223万円
2．6％（前年度比10．5％減）

・財産収入、使用料及び手数料の減

○市債　15億2979万6千円
7．6％（前年度比3．1％増）

・市道安全対策事業債の皆増

○その他　8億7829万円
4．3％（前年度比1．8％増）

・株式等譲渡所得割交付金の増

○国庫支出金　28億5412万8千円
14．3％（前年度比25．8％増）

・地域の元気臨時交付金の皆増

○地方交付税　41億4237万3千円
20．7％（前年度比4．2％減）

・震災復興特別交付税の皆減

○県支出金　13億1133万5千円
6．6％（前年度比4．3％増）

・市町村再生可能エネルギー導入促進事業の皆増

【歳入】
199億9947万7千円

　（対前年度比２．７％減）

自主財源…那珂市が自らの権限で確保（徴収）したことによって得られた財源
依存財源…国や県から決められた額を交付されることによって得られた財源および割り当て

られることなどによって得られた財源で、那珂市の裁量が制限されている財源

財政課財政グループ
緯２９８－１１１１
（内線５２２・５２３）

問　い
合わせ



広報なか１１月号７

義務的経費
（47．8％）
義務的経費
（47．8％）

その他の経費
（38．2％）
その他の経費
（38．2％）

投資的経費
（14．0％）
投資的経費
（14．0％）

○人件費　39億9106万円
21．1％（前年度比1．7％減）

・職員給の減

○扶助費　30億8478万1千円
16．3％（前年度比1．9％増）

・障害福祉サービス給付事業の増

○公債費　19億5528万2千円
10．4％（前年度比1．2％減）

・起債償還利子の減

○普通建設事業費　25億5744万3千円
13．5％（前年度比61．0％増）

・安心安全対策両宮排水路整備事業の増
・芳野小学校校舎整備事業の増

○繰出金　22億2360万5千円
11．8％（前年度比19．4％増）

・下水道事業特別会計繰出金（災害復旧費）の増

○補助費等　16億5257万5千円
8．8％（前年度比5．8％増）

・デマンド交通運行事業の皆増

○積立金　2億8443万1千円
1．5％（前年度比70．0％減）

・減債基金積立金の減

○その他　4億1280万9千円
2．2％（前年度比61．6％増）

・維持補修費の増

○物件費　26億3554万3千円
13．9％（前年度比2．1％減）

・幼稚園施設管理事業の減

○災害復旧事業費　8680万8千円
0．5％（前年度比92．8％減）

・震災による災害復旧事業の減

【歳　出】188億8433万7千円
（対前年度比1．5％減）

義務的経費…人件費・扶助費・公債費など、支出にあたり義務的な性格の強い経費
投資的経費…工事請負費や公有財産購入費など資本形成に向けられる経費
その他の経費…物件費・維持補修費や特別会計繰出金、積立金・出資金・貸付金など

○那珂市の歳入と歳出を家計に例えると…？

◆：自主財源　◇：依存財源
※市の年間決算額を１か月の家計に置き換えてみましたが、
単純比較は困難ですので、あくまで目安としてください

●収入支出差引（歳出歳入差引） １万６８００円
●家電購入の残金ボーナス払い １８００円
　（平成２６年度に繰り越す財源）
●実際の収支（実質収支） １万５０００円

○収　入…月30万円
費目構成比金額区分

市税３３．９％１０万１７００円◆給与（基本給）

地方交付税・交付金など２５．１％７万５３００円◇給与（諸手当）

国庫・県支出金２０．８％６万２４００円◇親せきからの援助

市債７．６％２万２８００円◇ローン借入

前年度繰越金６．９％２万 ７００円◆前月からの繰越金

使用料・手数料など２．６％７８００円◆パート収入

繰入金０．７％２１００円◆預金引き出し

諸収入２．４％７２００円◆その他臨時収入

○支　出…月28万3200円
費目構成比金額区分

人件費、物件費３５．０％９万９１００円
生活費（食費・
光熱水費など）

扶助費・補助費など２５．１％７万１１００円
医療・介護・
教育費など

普通建設事業費、
災害復旧事業費など

１６．１％４万５６００円
家の増改築・車
の購入・地震に
よる家の補修

貸付金・繰出金など１１．９％３万３７００円
子どもたちへの
仕送りなど

公債費１０．４％２万９５００円ローンの返済

積立金１．５％　　４２００円預金

歳　出
（性質別）

（例えば、月の収入を30万円とすると）
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　市の財政は、市民の皆さんの直接または間接の税
負担により成り立っています。平成２５年度の１世帯
１人あたりの負担額は表のとおりです。
　また、都市計画税は、公園・道路・下水道などの
都市計画事業や土地区画整理事業などに充てられる
目的税で、市では次の事業に充当しています。な
お、これらの事業の２５．２％は都市計画税で賄われて
います。
【都市計画税充当事業】
　安心安全対策両宮排水路整備事業、下菅谷地区ま
ちづくり事業、上菅谷駅前地区まちづくり事業、菅
谷地区まちづくり事業、上宿大木内線街路整備事
業、区画整理事業費および公債費（過去の都市計画
事業などで借り入れた市債の返済分）

市税負担の状市税負担の状況況
１人あたりの
負担額

１世帯あたりの
負担額

平成２５年度
決算額

税　目

５万１８１０円１３万３３１６円２８億９５４８万９千円市 民 税

５万４１０１円１３万９２１１円３０億２３５２万１千円固定資産税

２２０８円５６８３円１億２３４２万２千円軽自動車税

７６９３円１万９７９６円４億２９９４万６千円市たばこ税

５５６２円１万４３１１円３億１０８２万１千円都市計画税

１２万１３７４円３１万２３１７円６７億８３１９万９千円合　計

※世帯数２１，７１９世帯、人口５５，８８７人（平成２６年３月３１日現在）

○諸支出金　1319万4千円
0．1％（前年度比555．8％増）

○民生費　56億6077万3千円
29．9％（前年度比2．7％増）

・障害福祉サービス給付事業の増

○土木費　31億4242万9千円
16．6％（前年度比49．9％増）

・安心安全対策両宮排水路整備事業の増

○総務費　26億3524万2千円
14．0％（前年度比18．4％減）

・基金積立事業の減

○教育費　20億2357万1千円
10．7％（前年度比4．0％減）

・基金積立事業の皆減

○公債費　19億5528万2千円
10．4％（前年度比1．2％減）

・起債償還利子の減

○衛生費　11億8028万1千円
6．3％（前年度比3．9％増）

・再生可能エネルギー導入事業の増

○消防費　9億8553万 4千円
5．2％（前年度比5．2％増）

・消防救急無線設備・指令センター
　共同化整備事業の増

○農林水産業費　8億871万1千円
4．3％（前年度比25．8％増）

・農業集落排水整備事業特別会計繰出金
　（災害復旧費）の増

○議会費　2億3522万3千円
1．2％（前年度比6．7％増）

・議会改革推進事業の皆増

○商工費　1億6096万0千円
0．9％（前年度比7．4％減）

・一の関溜池公園管理事業の減

○災害復旧費　8313万7千円
0．4％（前年度比92．7％減）

・単独災害復旧事業の減

特別会計の決算状特別会計の決算状況況
　特別会計は、特定の事業を行う場合、特定の収入をもって特定の支出に充て、一般会計から分離して別に経理
を行う会計です。平成２５年度の特別会計の決算額は表のとおりです。

増減率平成２４年度歳出決算額差引額（Ａ）－（Ｂ）歳出決算額（Ｂ）歳入決算額（Ａ）会計名

３．０％５４億５７１４万　　円２億６０５２万１千円５６億２０１３万６千円５８億８０６５万７千円国民健康保険（事業勘定）　

１１．７％２６億５３８８万５千円６５５４万７千円２９億６４７５万　　円３０億３０２９万７千円下水道事業

△３１．１％１３３０万１千円４８０万１千円９１６万８千円１３９６万９千円公園墓地事業

２０．４％８億３０４０万９千円７７９７万９千円９億９９４５万６千円１０億７７４３万５千円農業集落排水整備事業

３．３％３８億１６９３万６千円１億２５２５万１千円３９億４１３１万５千円４０億６６５６万６千円介護保険（保険事業勘定）

４３．９％８９９９万８千円１２３７万５千円１億２９５２万２千円１億４１８９万７千円上菅谷駅前地区土地区画整理事業

３．２％４億７６１４万　　円８３万８千円４億９１５２万５千円４億９２３６万３千円後期高齢者医療

６．１％１３３億３７８０万９千円５億４７３１万２千円１４１億５５８７万２千円１４７億　３１８万４千円合　　　計

歳　出
（目的別）
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＜市債年度末現在高の推移＞

平成２４年度末現在高増減高平成２５年度末現在高区分

１６９億４８３６万４千円△１億８６８１万２千円１６７億６１５５万２千円一般会計債

１０４億５５６４万４千円△３９１０万７千円１０４億１６５３万７千円下水道事業債

３６億６９１３万２千円１億８７８５万２千円３８億５６９８万４千円
農業集落排水
整備事業債

７億８２７２万９千円△６７６６万５千円７億１５０６万４千円
土 地 区 画
整理事業債

８億１０３８万４千円△１億　８２２万７千円７億　２１５万７千円水道事業債

３２６億６６２５万３千円△２億１３９５万９千円３２４億５２２９万４千円合　計

市債の状市債の状況況

　市の水道事業は、民間企業と同様に企業会計
が導入されており独立採算で運営しています。
○収益的収支…事業の管理運営など経常業務に
関する収入および支出（消費税込み）

○資本的収支…水道管の敷設など建設改良費に
関する収入および支出（消費税込み）

※資本的収入の支出に対する不足額は、内部留
保資金などで補てんしました

増減率平成２４年度決算額平成２５年度決算額区　分

１．８％１１億４９７５万８千円１１億７０４２万８千円収入
収益的収支

△１．９％９億８８６５万９千円９億７０３０万６千円支出

△２５．７％２億４４６９万８千円１億８１８０万７千円収入
資本的収支

２．２％４億８７８６万２千円４億９８８１万４千円支出

企業会企業会計計（水道事業会計）の（水道事業会計）の決決算状況算状況

　平成２５年度末の市債現在高は、両宮排水路整備事業
や、市道安全対策事業、公共下水道事業、地方交付税
の振替分としての臨時財政対策債などに２９億９４０９万６
千円を借り入れた一方で、３２億８０５万５千円の元金を
返済したことにより、３２４億５２２９万４千円となりまし
た。市債現在高は市債発行の抑制により減少していま

す。今後も、市債残高の適正化に努めます。
　上記のグラフは過去５年間の市債年度末現在高の推
移です。市では財政健全化プランの推進により、市債
発行の抑制や低金利の市債への借り換えなどにより、
将来負担の軽減を図っています。

　合併特例債は、合併後の一体性の確立や均衡ある発
展に資する公共施設の整備事業などに対し、その財源
として、平成３６年度までの２０年間発行することができ
る通常の地方債よりも有利な市債です。
　平成２５年度において、合併特例債を活用した事業は
表のとおりです。

合併に伴う財政支援措置活用事合併に伴う財政支援措置活用事業業
◆平成２５年度合併特例債充当事業

事業費充当額事業名

２億　９１５万９千円７５４０万円市道整備事業

２億３０７８万３千円１億４９７０万円両宮排水路整備事業※

３２６９万７千円２２９０万円下菅谷地区まちづくり幹線道路整備事業

４億７２６３万９千円２億４８００万円合　　　計

※繰越明許費分含む

　土地は県営かんがい排水事業用地を取得した
ことなどにより増加しました。
　建物（延面積）は用途廃止した施設を解体し
たことなどにより減少しました。
　債権は災害援護資金貸付金の増などにより増
加しました。
　基金については、学校施設整備基金、財政調
整基金、下水道事業基金などを積み増すことで
３億８１２万６千円の増額となりました。

平成２４年度末
現在高

増減高
平成２５年度末
現在高

区　分

１７５万３９４７釈４６７６釈１７５万８６２３釈土地

１６万６８５４釈△１２１３釈１６万５６４１釈建物

１３３７万５千円１万７千円１３３９万２千円有価証券

７４７１万９千円０円７４７１万９千円出資による権利

１９２０万９千円１６４万５千円２０８５万４千円債権

６５億６９０５万５千円３億８１２万６千円６８億７７１８万１千円基金

市有財産の状市有財産の状況況

※水道事業会計分は含まない



１０

財政再生基準
（赤信号）

早期健全化基準
（黄色信号）

那珂市
区　分

平成２４年度平成２５年度

２０．００％１３．０３％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

３０．００％１８．０３％―
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

連 結 赤 字 比 率

３５．０％２５．０％１０．６％９．０９．０％実質公債費比率

―３５０．０％３８．４％２０．９２０．９％将 来 負 担 比 率

経営健全化基準
２０．０％

－
※黒字のため数値なし

－
※黒字のため数値なし

資 金 不 足 比 率

②財政健全化判断比率の状況

県内順位数値
（対前年度比）指標が表しているもの指標

２５位／
４４市町村

０．６４
（－）

財政基盤の強さを表す指標で、標準的な行政需要を賄うのに必要な財源
を、どれだけ自力で調達できるかを表す指標です。数値が大きいほど、財
源に余裕があるとされており、数値が１を超えると普通交付税の交付を受
けないことになります。

財政力指数

２９位／
４４市町村

９０．０％
（△１．１）

財政構造の弾力性（ゆとり）を判断する指標で、経常的な経費（人件費、
扶助費、公債費、物件費など）が経常的な収入（市税・普通交付税などの
毎年収入される性質の収入）に占める割合で、比率が低いほど、臨時の財
政需要に対して余裕があります。

経常収支比率

財政健全化比率以外の主な財政指標の状財政健全化比率以外の主な財政指標の状況況

　従来の財政指標は、単年度における主会計（一般会計など）の収支状況に主眼がおかれていましたが、自治体
全体の財政状況が健全な状態であるかどうかを判断するための次の４つの指標「健全化判断比率」が定められ、
平成１９年度決算から全国の自治体で公表しています。また、公営企業においても「経営健全化判断基準」が定め

られ、同様に公表しています。
　これまでの指標では、信号に例えると赤信号と青信号しかなかっ
たため、気付いた時には財政破綻ということもありました。しか
し、この指標では、新たに黄色信号をつくり、早めに財政状況を改
善することで、破綻を未然に防ぐことを目的としています。

○実 質 赤 字 比 率…普通会計（一般会計など）の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（１年間の収入、支
出を比べ赤字の割合を示したもの）

那珂市の数値は良好であり、
健全性が保たれています！

○連結実質赤字比率…特別会計を含む市の全会計の実質的赤字が標準財政規模に占める割合（企業会計を含めた
全会計の赤字の割合を示したもの）

○実質公債費比率…一般会計の公債費（借入金の返済額）に、特別会計の公債費を充てるための繰出金などを
加えた実質的な公債費が標準財政規模に占める割合（市債の割合が適正かどうかを判断す
る数値）

○将 来 負 担 比 率…一般会計などの実質的な将来負担額（一般会計などの借入金残高、特別会計の借入金残高
のうち一般会計負担の見込み、市の全職員が退職すると仮定した場合の退職手当負担見込
み、土地開発公社などの関係団体への一般会計負担見込みなど）が標準財政規模に占める
割合

※標準財政規模とは、地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供するために必要な一般財源をどの程度もっ
ているのかを示すもので、当市では１２１億８８５８万８千円（平成２５年度）となっています

○資 金 不 足 比 率…市の公営企業において生じている赤字（資金不足）が事業規模に占める割合（公営企業に
おける経営状態の悪化の度合いを示すもの）。市では水道事業会計、下水道事業特別会計、
農業集落排水整備事業特別会計の３会計が対象となります。
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③平成26年度上半期執行状況（平成26年４月１日～９月30日）

　平成２６年度の予算執行にあたっては、限られた財源を
最大限に生かすよう努めるとともに、歳入予算の早期確
保と歳出予算の計画的かつ効率的な執行に努めています。
　平成２６年９月３０日現在の一般会計、特別会計、水道会
計、市有財産の状況および市債の状況について、お知ら
せします。

　平成２６年９月３０日現在におけ
る一般会計の歳入歳出予算の執

行状況は、予算現額に対する収入済額の割合が
５３．７％、支出済額の割合が３５．２％で、ともに順調に執
行されています。

＜一般会計＞

支出割合
（Ｃ）/（Ａ）

支出済額
（Ｃ）

収入割合
（Ｂ）/（Ａ）

収入済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

会計名

４２．２％２４億１９５７万　   円３９．３％２２億５１９９万３千円５７億３４００万　　円国民健康保険（事業勘定）

３９．８％１１億４８６８万３千円８．８％２億５３６４万５千円２８億８２６６万４千円下水道事業

９．２％１１０万６千円１１９．１％１４２９万１千円１２００万　　円公園墓地事業

４１．５％４億６５６４万６千円３０．３％３億３９６２万１千円１１億２２０７万５千円農業集落排水整備事業

３９．７％１７億２２９９万８千円４０．７％１７億６４３０万１千円４３億３７１５万５千円介護保険（保険事業勘定）

４３．３％９０３８万８千円５．９％１２３７万８千円２億　８８１万６千円上菅谷駅前地区土地区画整理事業

３０．４％１億５６５０万６千円３３．５％１億７２３７万８千円５億１４００万　   円後期高齢者医療

４０．５％６０億　４８９万７千円３２．５％４８億　８６０万７千円１４８億１０７１万　   円合　　　計

＜特別会計＞
　特別会計の歳入歳
出予算の執行状況は
予算現額に対する収
入 済 額 の 割 合 が
３２．５％、支出済額の
割合が４０．５％で、例
年並みの状況となっ
ています。

平成２６年
９月３０日現在高

増減高
平成２６年
３月３１日現在高

区分

１６０億４３０４万９千円△３億８８８３万６千円１６４億３１８８万５千円一般会計債

１００億９７３３万２千円１億４９１９万４千円９９億４８１３万８千円下水道事業債

３９億　５６６万６千円１億８２５８万２千円３７億２３０８万４千円
農業集落排水
整備事業債

６億７６０７万２千円△２０２９万２千円６億９６３６万４千円
土地区画整理
事 業 債

６億５９８１万５千円△４２３４万２千円７億　２１５万７千円水道事業債

３１３億８１９３万４千円△１億１９６９万４千円３１５億　１６２万８千円合　　計

●市債現在高

平成２６年
９月３０日現在高

増減高
平成２６年
３月３１日現在高

区　分

１７５万８２１３釈△４０９釈１７５万８６２２釈土地

１６万５６４１釈０釈１６万５６４１釈建物

１３３９万２千円１万７千円１３３７万５千円有価証券

７５５１万９千円８０万　　円７４７１万９千円出資による権利

３３５２万　　円１１９２万６千円２１５９万４千円債権

６８億７９４７万　　円６８４万５千円６８億７２６２万５千円基金

●市有財産現在高（水道事業会計分は含まない）

執行率
（Ｂ）/（Ａ）

収入・支出済額
（Ｂ）

予算現額
（Ａ）

区　分

４８．５％５億７６３１万８千円１１億８７７４万　　円収入
収益的収支

３０．７％３億４９３８万５千円１１億３８６２万３千円支出

９．４％１０８３万２千円１億１５６５万９千円収入
資本的収支

４９．４％２億　８４９万８千円４億２１９３万５千円支出

＜水道事業会計＞

※資本的収入の支出に対する不足額は、内部保留資金などで補てんします

収入率
53．7％

※その他の内訳
（分担金及び負担金、財産収入、
 寄付金、繰入金、繰越金、諸収入）

※その他の内訳
（議会費、農林水産業費、
商工費、災害復旧費、
公債費、諸支出金、予備費）

０ ２０億 ４０億 ６０億

０ ２０億 ４０億 ６０億

65．4％

40．5％

74．１％

17．2％

52．1％

23．6％

52．1％

4．6％

71．9％

35．0％

16．8％

42．1％

38．２％

38．7％

41．4％

41．8％

執行率
35．2％

…支出済額

…予 算 額【歳出】

○市税
　４３億８６８７万１千円
　６７億４８２万７千円
○地方交付税
　２７億８０７８万７千円
　３７億５１０９万８千円
○国庫支出金

９億２５５８万１千円
２２億８５３２万９千円
○県支出金

２億２３６８万円
１３億２１７万６千円

○地方消費税交付金
２億９６１５万５千円
５億６８８５万３千円

○地方譲与税
７２７０万１千円
３億８００万円

○使用料及び手数料
１億４０５万８千円
１億９９６１万４千円

○市債
９７９０万円

２１億２４５６万円
○その他（※）
１４億３６９７万４千円
１９億９８９４万円

○民生費
２１億６７７７万１千円
６２億１５９万９千円

○土木費
４億８５９９万９千円
２８億９００９万９千円

○総務費
１０億３５８４万３千円
　２４億６１３６万８千円
○教育費
　８億７１４６万９千円
　２２億８１９６万３千円
○衛生費
　４億７８６８万１千円
　１２億３５６７万５千円
○消防費
　４億１６２９万１千円
１０億６４８万１千円

○その他（※）
　１３億２４８８万７千円
　３１億６６２１万２千円

【歳入】 …収入済額

…予 算 額

収入済額　１０３億２４７０万７千円
予算現額　１９２億４３３９万７千円

支出済額　  ６７億８０９４万１千円
予算現額　１９２億４３３９万７千円


